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はじめに 

 

 

新居浜市では、昭和４０年代から５０年代の高度経済成長期を中心に、人口の増加や、

市民ニーズの多様化に対応するため、また、市民サービスの向上を図るために公共施設

の充実や都市基盤の整備に取り組んできました。 

その結果、現在様々な公共施設を保有していますが、その一方で、多くの施設が建設

から３０年以上を経過し、今後、施設の老朽化に伴う大規模改修や建替えが集中する時

期を迎えることとなり、市の財政にとって大きな負担となることが懸念されています。 

公共施設は市民の皆さんが必要な手続きを行う場として、また交流や学習の場として、

それぞれの設置目的をもって建設され、市民の貴重な財産として活用されていますが、

少子高齢化による年齢構成の変化やライフスタイルの多様化により、求められる役割や

必要性が変化している施設もあります。 

こうした事情を背景に、平成２４年１月に「新居浜市アセットマネジメント推進基本

方針」を策定し、長期的な視点に立ち、公共施設の維持管理に要する全体経費の削減を

図り、効率的な施設運営を行っていくための取り組みをスタートしました。 

今回、その取り組みの一環として、将来人口予測や市の財政状況を踏まえたうえで、

施設の維持管理にかかるコスト、利用状況などについて、ソフト、ハードの両面から施

設の実態を把握するため、「新居浜市公共施設白書」を作成しました。 

本書を通じて、公共施設の現状をご理解いただき、市民の皆さんと情報を共有したう

えで、公共施設の有効活用方策や統廃合の必要性など、将来に向けて、新居浜市全体の

公共施設のあるべき姿について検討していきたいと考えています。 
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１ 将来人口                        

 新居浜市の人口は、１９８０年（昭和５５年）の国勢調査時の１３２，３３９人をピ

ークに減少に転じており、２０１０年（平成２２年）の国勢調査では、１２１，７３５

人となっています。国立社会保障・人口問題研究所の将来人口推計によると、今後さら

に減少傾向は加速し、約２０年後の２０３５年（平成４７年）には１００，０００人を

割り込み、２０４０年（平成５２年）には９４，４０３人にまで減少すると予測されて

います。  

 

※国立社会保障・人口問題研究所による将来人口予測      生産年齢人口の激減 

 

 

2010 年 

（平成 22 年） 

2025 年 

（平成 37 年） 

2040 年 

（平成 52 年） 

 2010 年→2040 年 

人口・構成比増減 

老齢人口 

（65 歳～） 

32,894 人 

27.0％ 

36,531 人 

33.3％ 

34,100 人 

36.1％ 

 ＋1,206 人 

+9.1 ﾎﾟｲﾝﾄ 

生産年齢人口 

（15～64 歳） 

72,285 人 

59.4％ 

59,929 人 

54.7% 

49,584 人 

52.5％ 

 －22,701 人 

－6.9 ﾎﾟｲﾝﾄ 

年少人口 

（～14 歳） 

16,556 人 

13.6％ 

13,119 人 

12.0％ 

10,719 人 

11.4％ 

 －5,837 人 

－2.2 ﾎﾟｲﾝﾄ 

合計 121,735 人 109,579 人 94,403 人  －27,332 人 

16,556 15,593 14,449 13,119 11,939 11,188 10,719 

72,285 
65,957 62,273 59,929 57,323 54,245 49,584 

32,894 
36,758 

37,540 
36,531 

35,353 
34,088 

34,100 

0
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(平成27年)
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2020年
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2025年

(平成37年)

109,579人

2030年

(平成42年)

104,615人

2035年

(平成47年)

99,521人

2040年

(平成52年)

94,403人

0～14歳（年少人口）
15～64歳（生産年齢人口）
65歳以上（老齢人口）

（人） 
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特に生産年齢人口（１５～６４歳）の減少は著しく、１９８０年（昭和５５年）の生

産年齢人口は８８，３９１人でしたが、２０４０年（平成５２年）には、４９，５８４

人となり、実に３８，８０７人も減少する見込みとなっています。 

一方で、老齢人口は今後も増加していく見込みであり、１９８０年（昭和５５年）に

は現役世代の６．８人で１人の高齢者を支えるという人口構成でしたが、２０４０年 

（平成５２年）には現役世代の１．５人で１人の高齢者を支えていかなければなりませ

ん。 

こうした状況を考慮したうえで、今後維持管理していくことが可能な公共施設の総量

について議論を開始する必要があります。 

 

 

                 38,807 人の減少 

 

 

 

 

 

 

 

 

？

72,285

49,584

総人口

（人）

公共施設面積

（㎡）
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（昭和55年）
132,352 336,050

生産年齢人口

（人）

2010年

（平成22年）
121,735 532,108

2040年

（平成52年）
94,403

老齢人口

（人）

13,042

32,894

34,100

88,391

現役世代6.8人 

高齢者1人 高齢者1人 

現役世代 1.5 人 
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２ 財政状況                        

（１）歳入の状況（一般会計歳入決算額の推移） 

人口減少、少子高齢化の進行により、市税収入、地方交付税等の一般財源の大幅な増

加は期待できない状況にあります。 

 

 

（２）歳出の状況（一般会計歳出決算額の推移） 

近年、高齢化に伴う社会保障費等の扶助費が急増しており、公共施設の建替え等に充

当できる予算（投資的経費）を継続的に確保していくことが困難な状況にあります。 

 

 

162.6 

160.8 

170.6 

184.0 

218.7 

199.7 

185.9 

189.7 

189.5 

185.6 

71.7 

70.3 

72.8 

51.2 

32.2 

26.3 

55.6 

59.7 

60.2 

63.4 

73.1 

84.9 

79.5 

70.1 

69.0 

69.2 

78.5 

108.5 

97.2 

89.5 

48.1 

69.7 

49.1 

46.5 

36.3 

45.2 

102.5 

57.9 

36.6 

53.2 

88.2 

109.4 

98.5 

85.2 

79.1 

77.6 

29.6 

74.2 

74.8 

89.4 

0.0 100.0 200.0 300.0 400.0 500.0

平成１５年度

平成１６年度

平成１７年度

平成１８年度

平成１９年度

平成２０年度

平成２１年度

平成２２年度

平成２３年度

平成２４年度

市税 地方交付税 国県支出金 市債 その他収入

74.9 

74.6 

75.2 

73.6 

78.7 

77.8 

74.6 

75.4 

75.4 

74.4 

64.4 

73.6 

69.1 

69.0 

71.9 

72.5 

76.2 

93.0 

97.8 

101.0 

53.9 

51.0 

48.7 

49.2 

50.6 

55.5 

55.1 

54.9 

54.7 

54.7 

64.1 

110.2 

91.4 

67.7 

60.5 

53.3 

56.6 

93.8 

58.3 

73.5 

173.1 

166.4 

174.2 

163.7 

163.2 

145.6 

174.7 

156.8 

157.8 

162.3 

0.0 100.0 200.0 300.0 400.0 500.0

平成１５年度

平成１６年度

平成１７年度

平成１８年度

平成１９年度

平成２０年度

平成２１年度

平成２２年度

平成２３年度

平成２４年度

人件費 扶助費 公債費 投資的経費 その他の経費

（億円） 

481.1 

458.3 

490.0 

452.1 

418.0 

435.3 

437.0 

470.5 

495.1 

443.7 

465.9 

444.0 

473.9 

437.2

1 404.7 

424.9 

423.2 

458.6 

475.8 

430.4 

（億円） 
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（３）職員数の推移（正規職員数） 

市職員数（正規職員）は、平成２５年４月１日現在８９４名です。 

 

  

また、人口１，０００人あたりの職員数（平成２５年４月１日時点・公営事業会計関

係の職員を除く）は、６．２９人となっており、全国平均（７．０人）を下回り、愛媛

県下では２番目に少ない水準となっています。今後も指定管理者制度の導入、民営化の

推進等、行政改革による人件費の削減に努めます。 
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３ 保有する施設量  

新居浜市の保有する財産は、地方自治法に基づき、下図のように分類されます。 

平成２５年３月３１日時点で、公有財産として、土地約５，１４７万㎡、建物約５３

万㎡（延床面積）を保有しています。 

これを市民１人当たり（２０１０年国勢調査時点）の面積に換算すると、市民 1 人当

たり土地は約４２２．８㎡、建物は約４．４㎡保有していることになります。 

 

 

また、建物の利用目的別延床面積の内訳は、学校が１７６，２０２㎡（３３．１％）、

ついで公営住宅が１２４，７０２㎡（２３．４％）、その他の施設（公共用施設）が 

１２４，４１１㎡（２３．４％）、その他の施設（行政機関）が５５，９４０㎡ 

（１０．５％）となっています。 

 

※ その他の施設（公共用施設）・・・公民館、保育園、市民文化センターなど 

※ その他の施設（行政機関）・・・下水処理場、衛生センター、清掃センターなど 

 

 

 

 

新居浜市
の財産

公有財産
普通財産

行政財産
建築物

公用財産

本庁舎

消防施設

その他の施設

公共用財産

学校

公営住宅

公園

その他の施設

その他物品

債権

基金 土地 51,470,353 ㎡ 

 

建物 532,108 ㎡（延床面積） 
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学校

33.1%

公営住宅

23.4%

その他の施設

（公共用施設）

23.4%

その他の施設

（行政機関）

10.5%

本庁舎

4.0%

普通財産

3.7%

消防施設

1.6%

公園

0.3%

 

 

 

これらの施設のうち、平成２５年３月３１日現在で建築後３０年以上経過している建

物（棟数）は全体の約６２％となっていますが、１０年後には８７％となり、さらに多

くの施設において、老朽化に伴う大規模改修や建替えが必要となります。 

 

 

 

 

 

 

30年

経過

62%

30年

未満

38%

30年

経過

87%

13%

建物 約 53.2 万㎡ 

平成 25 年 3 月 31 日時点 

 

（176,202 ㎡） 

（124,702 ㎡） 

（124,411 ㎡） 

 

（8,406 ㎡） 

（1,711 ㎡） 

（19,683 ㎡） 

（21,053 ㎡） 

（55,940 ㎡） 

10年後 

2013 年（平成 25 年） 2023 年（平成 35 年） 
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４ 将来予想されるコスト    

 

※「新居浜市アセットマネジメント推進基本方針（平成２４年１月）」より抜粋 

 

 平成２４年１月に策定した「新居浜市アセットマネジメント推進基本方針」の中で、

これまでの対処療法的な施設の維持管理（事後保全）を続けた場合、建築後５０年程度

で施設の更新が必要となり、今後３０年間に必要となる建物の更新費用は８３４億円

（年平均２７．８億円）と試算しています。 

 一方、管理手法を見直し、施設の劣化が進行する前に、計画的な維持管理（予防保全）

を実施し、施設の長寿命化を図り、６５年程度施設の利用が可能となった場合、同期間

に必要となる更新費用は３５０億円（年平均１１．６億円）まで圧縮できると試算して

います。 

 このことから、まずは既存施設の長寿命化対策を実施し、当面の財政負担軽減を図る

こととしていますが、施設を使用できる期間には限界があり、いずれは建替えが必要と

なる時期を迎えることとなります。 

 現在の財政状況や今後の人口推計を考慮しますと、すべての施設を更新するための財

源の捻出は非常に困難であり、施設の長寿命化対策と並行して、統廃合等による施設総

量の縮減に取り組んでいく必要があります。 

 

 

834億円

350億円

0

500

1,000

①耐用年数５０年 ②耐用年数６５年

億円

長寿命化対策を実施し

施設を65年間使用し

すべて建替える場合

標準的な耐用年数の50年で

施設をすべて建替える場合

今後 30 年間（平成 23～52 年度）の更新費用比較 
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１ 公共施設白書作成の目的                    

公共施設白書とは、市が保有する主な公共施設について、建築年、構造、面積等の建

物情報や、運営に係るコスト、利用状況等の管理運営情報について、施設ごとにデータ

を整理したものです。 

本書を通じ、個々の公共施設の実態を横断的に把握していただくとともに、施設の存

続や更新の優先順位など、将来の公共施設のあり方について議論し、方針を決定するた

めの基礎資料として活用したいと考えています。 

 

 

 

 

２ 対象施設                        

 今回、本書で取り上げる施設は１３３施設です。 

 公共施設はそれぞれの利用目的をもって設置されており、本書では、施設の目的・用

途により、施設を次のとおり分類しています。 

 

 

行政 市民 議会

データ把握

施設間比較について共通認識

公共施設白書

面積

運営コスト

構造

利用状況

建築年

将来の公共施設のあり方を
一緒に考えるきっかけに

施設の存続

更新の優先順位

施設間比較

公表

議論

第２章 公共施設白書作成の目的・概要 
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※ 市営住宅については、平成２５年３月３１日現在、入居率が８８．４％となって 

 おり、非常に高い稼働率で有効に活用されています。また、建替えに当たっては、

国が建て替え費用の４５％を補助する制度があるため、平成２４年度に「新居浜市

公営住宅等長寿命化計画」を策定し、計画に沿った既存施設の長寿命化対策及び建

替えを予定していることから、今回は調査の対象外としています。 

 

３ 施設間の比較 

 第３章 参考資料（施設概要調書）を比較することにより、施設間の様々な比較が可

能となります。ここでは、一例として公民館、小学校、中学校、保育園について、各施

設における「老朽度」、「利用状況」、「利用者１人あたりにかかるコスト」の比較を行っ

ています。これらの指標のほか、「施設の利便性」や「防災上の重要性」等のベンチマ

ークについて、施設間で比較を行うことは、施設更新の優先順位等を検討するうえでの

有効な手法となります。 

大分類 小分類 具体例

生涯学習施設

社会教育施設

芸術文化施設

その他の施設

産業支援施設

港湾施設

観光施設

その他の施設

学校教育施設
義務教育施設

その他の施設

福祉施設

児童福祉施設

障がい者福祉施設

高齢者福祉施設

ごみ処理施設

下水処理施設

斎場等

環境衛生施設

産業振興施設

事務所等
中央機関

地域機関

公民館 など

スポーツ施設

市民文化センター など

市民体育館 など

新居浜ウィメンズプラザ など

マイントピア別子 など

新居浜マリーナ など

市民の森学習館

市役所支所 など

市役所庁舎 など

保育園 など

幼稚園 など

小学校 など

高齢者福祉センター など

障がい者福祉センター

清掃センター など

下水処理場

斎場 など

商業振興センター など

その他の施設 総合福祉センター など

衛生センターし尿処理施設
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４ 今後のスケジュール      

 今後も「新居浜市アセットマネジメント推進基本方針」に基づき、既存施設の長寿命

化対策を実施します。 

また、本書等を通じ、近い将来、既存施設が大量に更新時期を迎え、一方で、生産年

齢人口の減少による財政状況の悪化が懸念されることについて、広く市民の皆様にご理

解をいただいたうえで、施設総量削減に向け、統廃合（再配置）計画の策定について検

討を行います。 

なお、本書で公表する施設データは平成２４年度決算時点のデータを集計・整理した

ものですが、今後も３年に一度程度、公共施設白書の施設情報の更新を行います。 

また、必要に応じて、掲載する施設、データ項目の追加も検討します。 

 

 

 

 

 

施設の修繕・改修

施設の更新

施設の処分

施設の統廃合

施設白書作成

（ＢＩＭＭＳ）
中長期保全計画

（個別計画）
長寿命化計画

統廃合（再配置）
計画作成

平成２５年度～ 予防保全工事による
長寿命化対策の実施

平成２６年度 「公共施設白書」作成・公表
平成２７年度以降 統廃合（再配置）について検討開始

適正規模の
施設数にする

施設を６５年
使用する

２０１２年
(平成24年)

２０３０年
(平成42年)

残す
施設

具体策減らす
施設

具体策
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１ 参考資料（施設概要調書）の見方                    

 施設の設置目的、用途によって施設を分類し、１施設の情報を１枚にまとめています。

調書は、施設名・分類、建物データ、管理運営データ、施設写真、参考指標から構成 

されています。（施設概要調書（見本）参照） 

 

所在地 新須賀町三丁目2番17号 所管課 教育委員会社会教育課

敷地面積 1,586.00㎡ 建物面積 535.50㎡

建築年 昭和58年2月 経過年 30年

構造 ＲＣ（鉄筋コンクリート造） 防災拠点 避難所

駐車場 40台 バリアフリー 一部対応

施設概要調書（見本）

施設名 新居浜公民館

分類 (大)生涯学習施設 （小）社会教育施設

利用者数 （件数） 39,310人（2,242件） 職員数 4人

収入 278,177円 自動販売機設置使用料 等

支出 7,571,574円
・人件費 5,814,478円
・その他維持管理経費 1,757,096円

収支 △7,293,397円 収支比率 3.7％

コスト計算
利用者１人あたり

193円

調査 ２４年度

管理形態 直営

１ 施設名・分類

２ 建物データ

３ 管理運営データ （平成２４年度）

４ 施設写真 ５ 参考指標

老朽度状況 ２

利便性
（ﾊﾞﾘｱﾌﾘｰ）
（駐車場）

４

防災拠点 ５

利用者１人
あたりコスト

３

利用状況 ３

計 １７

第３章 参考資料（施設ごとの調書） 
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（１）施設名・分類 

 施設分類  

下記の表のとおり、施設を分類しています。   

   

 管理形態  

   「直営」、「指定管理」、「業務委託」等で分類しています。 

 

（２）建物データ 

  面積  

   複数棟で構成されている施設（小中学校等）は各棟の合計面積を記載しています。 

 建築年  

   複数の棟で構成される施設で、棟により建築年度が異なる場合は、最も古い棟の

建築年度を記載しています。 

 経過年  

平成２５年４月１日時点の建築後経過年数を記載しています。 

 構造  

下記のとおり分類、表示しています。 

 

 大分類 小分類 

１ 生涯学習施設 社会教育施設、芸術文化施設、スポーツ施設、 

その他の施設 

２ 学校教育施設 義務教育施設、その他の施設 

３ 福祉施設 児童福祉施設、高齢者福祉施設、障がい者福祉施設、 

その他の施設 

４ 環境衛生施設 ごみ処理施設、し尿処理施設、下水処理施設、斎場等 

５ 産業振興施設 産業支援施設、観光施設、港湾施設、その他の施設 

６ 事務所等 中央機関、地域機関 

１ ＲＣ 鉄骨コンクリート造 

２ ＳＲＣ 鉄骨鉄筋コンクリート造 

３ Ｓ 鉄骨造 

４ Ｗ 木造 
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 防災拠点  

   「避難所」、「その他拠点施設（避難所以外）」、「指定なし」のいずれかを記載し

ています。 

 バリアフリー  

   「対応」、「一部対応」、「未対応」のいずれかを記載しています。 

 

（３） 管理運営データ（２４年度） 

 利用者数（件数）  

   ２４年度中の利用者数、利用件数を記載しています。 

年間を通じ、特定の利用者が継続的に利用する施設は、その人数を記載していま

す。（例：小中学校、保育園、消防分団詰所など） 

  職員数  

 平成２４年４月１日時点、もしくは２４年度中の基準日の人数を記載しています。 

 支出（人件費）  

   指定管理制度を導入している施設、施設管理に係る業務を委託している施設は、 

管理費（委託料）のうち、人件費にかかる金額を記載しています。 

直営の施設については、施設の維持管理を担当する職員（正規・臨時・非常勤）

の人数・業務量により、施設の維持管理にかかる人件費を算出しています。 

   人件費の算定基礎となる人員の考え方は、次のとおりです。 

 

 

 

 

 

 

１ 対応 障がい者等の施設利用に配慮しており、誰でも、概ね

支障なく施設を利用することができる。 

（駐車場、施設の出入口の段差、トイレ等への配慮） 

２ 一部対応 施設内すべてではないが、出入口に車いす用のスロー

プを設置している等、一部バリアフリー対応になって

いる。 

３ 未対応 全く対応していない。 
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   支出（人件費以外の経常的な維持管理経費）  

   需用費、役務費、委託料、使用料及び賃借料など、施設の運営、維持管理に係る

経常的な費用の合計を記載しています。 

 

（４）施設写真 

  施設の外観や室内の写真を掲載しています。 

  

（５）参考指標 

  老朽化状況、利便性、防災拠点、利用者１人あたりのコスト、利用状況の５項目に

ついて、下記の基準に基づき５段階で数値化しています。 

  ただし、類似施設が他にない等の理由から、５段階で数値化し、評価することが難

しい施設、項目については、評価を行っていません。 

 

不特定

特定

直営

業務委託

指定管理

利用者管理形態 業務内容 人件費

全職員分

施設管理・
運営と直結

その他

施設管理
にかかる
人員分

全職員分
（委託先）

例

①

②

③

④

①
小中学校
保育園
東新学園

②
広瀬記念館
図書館
公民館
保健センター

③
市庁舎・各支所
消防庁舎

④
児童センター
市民体育館
商業振興センター

項目名 評価・説明

老朽化状況

平均建築後経過年数
（３０年）を基準に
次の５段階区分とする。

利便性
バリアフリー対応及び
駐車場設置の状況により
次の５段階区分とする。

防災拠点

避難所に指定されている施設
及び重要な防災拠点である
施設は「５」、その他は「３」
とする。

基準 数値

0年以上10年未満 ５

10年以上20年未満 ４

20年以上30年未満 ３

30年以上40年未満 ２

40年以上 １

基準 数値

ﾊﾞﾘｱﾌﾘｰ対応 ・ 駐車場10台以上 ５

ﾊﾞﾘｱﾌﾘｰ一部対応 ・ 駐車場10台以上 ４

ﾊﾞﾘｱﾌﾘｰ対応 ・ 駐車場10台未満 ３

ﾊﾞﾘｱﾌﾘｰ一部対応 ・ 駐車場10台未満 ２

ﾊﾞﾘｱﾌﾘｰ未対応 １

基準 数値

避難所・防災拠点 ５

その他 ３
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項目名 評価・説明

利用者１人
あたりのコスト①

（公民館）

１施設あたりの平均額
（約190円）を基準に、
次の５段階区分とする

（※別子山公民館、大島公民館を除く平均）

利用者１人
あたりのコスト②
（小中学校）

１施設あたりの平均額
（約460,000円）を基準に、

次の５段階区分とする

（※別子小中学校を除く平均）

利用者１人
あたりのコスト③

（保育園）
（幼稚園）

１施設あたりの平均額
（約900,000円）を基準に、

次の５段階区分とする

（※別子保育園を除く平均）

利用者１人
あたりのコスト④

（その他）

１施設あたりの平均額
（約160,000円）を基準に、

次の５段階区分とする

基準 数値
120円未満 ５
120円以上 150円未満 ４
150円以上 200円未満 ３
200円以上 300円未満 ２
300円以上 １

基準 数値
350,000円未満 ５

350,000円以上 450,000円未満 ４

450,000円以上 550,000円未満 ３
550,000円以上 1,000,000円未満 ２
1,000,000円以上 １

基準 数値
1,000円未満 ５
1,000円以上 10,000円未満 ４
10,000円以上 200,000円未満 ３
200,000円以上 500,000円未満 ２
500,000円以上 １

基準 数値
600,000円未満 ５
600,000円以上 800,000円未満 ４
800,000円以上 1,000,000円未満 ３
1,000,000円以上 1,200,000円未満 ２
1,200,000円以上 １

項目名 評価・説明

利用状況①
（公民館）

１施設あたりの平均利用者数
（約45,000人）を基準に、

次の５段階区分とする

利用状況②
（小中学校）

１施設あたりの平均利用者数
（約380人）を基準に、
次の５段階区分とする

利用状況③
（保育園）
（幼稚園）

１施設あたりの平均利用者数
（約80人）を基準に、
次の５段階区分とする

利用状況④
（その他）

１施設あたりの平均利用者数
（約26,500人）を基準に、

次の５段階区分とする

基準 数値

700人以上 ５

500人以上 700人未満 ４

300人以上 500人未満 ３

100人以上 300人未満 ２

100人未満 １

基準 数値

100人以上 ５

80人以上 100人未満 ４

60人以上 80人未満 ３

40人以上 60人未満 ２

40人未満 １

基準 数値

60,000人以上 ５

30,000人以上 60,000人未満 ４

15,000人以上 30,000人未満 ３

5,000人以上 15,000人未満 ２

5,000人未満 １

基準 数値

70,000人以上 ５

55,000人以上 70,000人未満 ４

35,000人以上 55,000人未満 ３

20,000人以上 35,000人未満 ２

20,000人未満 １
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  参考指標は、五角形の面積が広いほど良好な施設で、正五角形に近いほどバランス

のとれた施設といえます。主に４つのパターンの施設に分類されます。 
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２ 参考資料（施設概要調書）  

 

番号 大分類 小分類 担当課 施設名

1 生涯学習施設 社会教育施設 社会教育課 新居浜公民館

2 生涯学習施設 社会教育施設 社会教育課 口屋跡記念公民館

3 生涯学習施設 社会教育施設 社会教育課 地域交流センター

4 生涯学習施設 社会教育施設 社会教育課 金栄公民館

5 生涯学習施設 社会教育施設 社会教育課 高津公民館

6 生涯学習施設 社会教育施設 社会教育課 浮島公民館

7 生涯学習施設 社会教育施設 社会教育課 惣開公民館

8 生涯学習施設 社会教育施設 社会教育課 若宮公民館

9 生涯学習施設 社会教育施設 社会教育課 垣生公民館

10 生涯学習施設 社会教育施設 社会教育課 神郷公民館

11 生涯学習施設 社会教育施設 社会教育課 多喜浜公民館

12 生涯学習施設 社会教育施設 社会教育課 大島公民館

13 生涯学習施設 社会教育施設 社会教育課 泉川公民館

14 生涯学習施設 社会教育施設 社会教育課 中萩公民館

15 生涯学習施設 社会教育施設 社会教育課 船木公民館

16 生涯学習施設 社会教育施設 社会教育課 大生院公民館

17 生涯学習施設 社会教育施設 社会教育課 角野公民館

18 生涯学習施設 社会教育施設 社会教育課 別子山公民館

19 生涯学習施設 社会教育施設 社会教育課 青少年センター

20 生涯学習施設 社会教育施設 社会教育課 高齢者生きがい創造学園

21 生涯学習施設 芸術文化施設 スポーツ文化課 郷土美術館

22 生涯学習施設 芸術文化施設 スポーツ文化課 広瀬歴史記念館

23 生涯学習施設 芸術文化施設 図書館 別子銅山記念図書館

24 生涯学習施設 芸術文化施設 スポーツ文化課 市民文化センター（本館・別館）

25 生涯学習施設 芸術文化施設 スポーツ文化課 別子山ふるさと館

26 生涯学習施設 スポーツ施設 スポーツ文化課 市民体育館

27 生涯学習施設 スポーツ施設 スポーツ文化課 山根総合体育館

28 生涯学習施設 スポーツ施設 スポーツ文化課 多喜浜体育館

29 生涯学習施設 スポーツ施設 スポーツ文化課 武徳殿

30 生涯学習施設 スポーツ施設 スポーツ文化課 重量挙練習場

31 生涯学習施設 スポーツ施設 スポーツ文化課 文化振興会館

32 生涯学習施設 その他の施設 男女共同参画課 新居浜ウィメンズプラザ

33 生涯学習施設 その他の施設 人権擁護課 大島教育集会所

34 生涯学習施設 その他の施設 社会教育課 別子ハイツ自然学習館

35 生涯学習施設 その他の施設 スポーツ文化課 銅山の里自然の家

36 学校教育施設 義務教育施設 学校教育課 新居浜小学校

37 学校教育施設 義務教育施設 学校教育課 宮西小学校

38 学校教育施設 義務教育施設 学校教育課 金子小学校

39 学校教育施設 義務教育施設 学校教育課 金栄小学校

40 学校教育施設 義務教育施設 学校教育課 高津小学校

41 学校教育施設 義務教育施設 学校教育課 浮島小学校

42 学校教育施設 義務教育施設 学校教育課 惣開小学校

43 学校教育施設 義務教育施設 学校教育課 若宮小学校

44 学校教育施設 義務教育施設 学校教育課 垣生小学校

45 学校教育施設 義務教育施設 学校教育課 神郷小学校

46 学校教育施設 義務教育施設 学校教育課 多喜浜小学校
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番号 大分類 小分類 担当課 施設名

47 学校教育施設 義務教育施設 学校教育課 泉川小学校

48 学校教育施設 義務教育施設 学校教育課 船木小学校

49 学校教育施設 義務教育施設 学校教育課 中萩小学校

50 学校教育施設 義務教育施設 学校教育課 大生院小学校

51 学校教育施設 義務教育施設 学校教育課 角野小学校

52 学校教育施設 義務教育施設 学校教育課 東中学校

53 学校教育施設 義務教育施設 学校教育課 西中学校

54 学校教育施設 義務教育施設 学校教育課 南中学校

55 学校教育施設 義務教育施設 学校教育課 北中学校

56 学校教育施設 義務教育施設 学校教育課 泉川中学校

57 学校教育施設 義務教育施設 学校教育課 船木中学校

58 学校教育施設 義務教育施設 学校教育課 中萩中学校

59 学校教育施設 義務教育施設 学校教育課 大生院中学校

60 学校教育施設 義務教育施設 学校教育課 角野中学校

61 学校教育施設 義務教育施設 学校教育課 川東中学校

62 学校教育施設 義務教育施設 学校教育課 別子小中学校

63 学校教育施設 その他の施設 学校教育課 王子幼稚園

64 学校教育施設 その他の施設 学校教育課 神郷幼稚園

65 学校教育施設 その他の施設 学校給食課 学校給食センター

66 福祉施設 児童福祉施設 子育て支援課 新居浜保育園

67 福祉施設 児童福祉施設 子育て支援課 金子保育園

68 福祉施設 児童福祉施設 子育て支援課 若宮保育園

69 福祉施設 児童福祉施設 子育て支援課 高津保育園

70 福祉施設 児童福祉施設 子育て支援課 垣生保育園

71 福祉施設 児童福祉施設 子育て支援課 多喜浜保育園

72 福祉施設 児童福祉施設 子育て支援課 東田保育園

73 福祉施設 児童福祉施設 子育て支援課 船木保育園

74 福祉施設 児童福祉施設 子育て支援課 角野保育園

75 福祉施設 児童福祉施設 子育て支援課 大生院保育園

76 福祉施設 児童福祉施設 子育て支援課 別子保育園

77 福祉施設 児童福祉施設 子育て支援課 中央児童センター

78 福祉施設 児童福祉施設 子育て支援課 上部児童センター

79 福祉施設 児童福祉施設 子育て支援課 川東児童センター

80 福祉施設 児童福祉施設 子育て支援課 瀬戸児童館

81 福祉施設 児童福祉施設 子育て支援課 東新学園

82 福祉施設 高齢者福祉施設 介護福祉課 慈光園

83 福祉施設 高齢者福祉施設 介護福祉課 上部高齢者福祉センター

84 福祉施設 高齢者福祉施設 介護福祉課 川東高齢者福祉センター

85 福祉施設 高齢者福祉施設 介護福祉課 川西高齢者福祉センター

86 福祉施設 障がい者福祉施設 地域福祉課 障がい者福祉センター

87 福祉施設 その他の施設 子育て支援課 清光寮

88 福祉施設 その他の施設 地域福祉課 総合福祉センター

89 福祉施設 その他の施設 地域福祉課 総合福祉センター別子山分館

90 福祉施設 その他の施設 保健センター 保健センター

91 福祉施設 その他の施設 人権擁護課 瀬戸会館

92 環境衛生施設 ごみ処理施設 環境施設課 清掃センター
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番号 大分類 小分類 担当課 施設名

93 環境衛生施設 ごみ処理施設 環境施設課 最終処分場

94 環境衛生施設 し尿処理施設 環境施設課 衛生センター

95 環境衛生施設 下水処理施設 下水道管理課 下水処理場

96 環境衛生施設 斎場等 環境保全課 斎場

97 環境衛生施設 斎場等 環境保全課 合葬式納骨施設

98 産業振興施設 産業支援施設 産業振興課 商業振興センター

99 産業振興施設 産業支援施設 産業振興課 工業試験場

100 産業振興施設 観光施設 運輸観光課 マイントピア別子（派出場）

101 産業振興施設 観光施設 運輸観光課 マイントピア別子（東平）

102 産業振興施設 観光施設 運輸観光課 森林公園ゆらぎの森

103 産業振興施設 港湾施設 港務局港湾課 新居浜マリーナ

104 産業振興施設 港湾施設 港務局港湾課 新居浜東港フェリーセンター

105 産業振興施設 その他の施設 農林水産課 市民の森学習館

106 事務所等 中央機関 管財課 市役所　

107 事務所等 中央機関 総務警防課 北消防署

108 事務所等 中央機関 総務警防課 北消防署（旧庁舎）

109 事務所等 地域機関 総務警防課 北消防署川東支所

110 事務所等 地域機関 総務警防課 南消防署上部支所

111 事務所等 地域機関 別子山支所 別子山支所

112 事務所等 地域機関 総務警防課 新居浜東分団詰所

113 事務所等 地域機関 総務警防課 新居浜西分団詰所

114 事務所等 地域機関 総務警防課 金子東分団詰所

115 事務所等 地域機関 総務警防課 金子南分団詰所

116 事務所等 地域機関 総務警防課 金子中分団詰所

117 事務所等 地域機関 総務警防課 金子西分団詰所

118 事務所等 地域機関 総務警防課 高津分団詰所

119 事務所等 地域機関 総務警防課 垣生分団詰所

120 事務所等 地域機関 総務警防課 神郷分団詰所

121 事務所等 地域機関 総務警防課 神郷分団楠崎詰所

122 事務所等 地域機関 総務警防課 多喜浜分団詰所

123 事務所等 地域機関 総務警防課 大島分団詰所

124 事務所等 地域機関 総務警防課 泉川分団詰所

125 事務所等 地域機関 総務警防課 泉川分団東田詰所

126 事務所等 地域機関 総務警防課 中萩分団詰所

127 事務所等 地域機関 総務警防課 中萩分団岸の下詰所

128 事務所等 地域機関 総務警防課 船木分団詰所

129 事務所等 地域機関 総務警防課 船木分団長野詰所

130 事務所等 地域機関 総務警防課 大生院分団詰所

131 事務所等 地域機関 総務警防課 角野分団詰所

132 事務所等 地域機関 総務警防課 角野分団喜光地詰所

133 事務所等 地域機関 総務警防課 角野分団立川詰所


